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新型コロナウイルス感染症対応に関する有識者会議（第４回） 
議事概要 

 
１ 日時  

令和４年６月３日（金）10時59分～13時05分 
 
２ 場所  

合同庁舎８号館１階講堂  
 
３ 出席者  

座長 永井 良三   自治医科大学学長 
委員 秋池 玲子   ボストン・コンサルティング・グループ マネージ 

ング・ディレクター＆シニア・パートナー 
草場 鉄周   日本プライマリ・ケア連合学会理事長 
宍戸 常寿   東京大学教授 
菅原 晶子   公益社団法人経済同友会常務理事 
田中 雄二郎  東京医科歯科大学学長 
古市 憲寿   社会学者 
若林 辰雄   三菱UFJ信託銀行株式会社特別顧問 

 
４ 議事概要  
 
１ 開会 
＜山際大臣挨拶＞ 
 改めまして、皆さまおはようございます。 
 それぞれにお忙しい中、精力的にこれまでも御議論いただきました。心から
感謝を申し上げます。 
 様々なヒアリングをやってまいりましたが、いよいよこれからまとめの議論
をしっかりやっていかなくてはいけないタイミングに入ってきていると思って
おります。我々といたしましても、この２年半の間、様々な経験と、そして知
見を積み重ねて今日があると思っております。本日は政府側でも用意をさせて
いただきましたそれらを整理した資料も出させていただいて、また、これまで
ヒアリング等々で皆様方から御指摘いただいたことを踏まえながら、皆様方に
まとめに向けて積極的に議論していただければと思ってございます。 
 中長期的に何が必要かということ、これが明確になっていくように努力をし
てまいりたいと思いますので、今日も活発な御議論をよろしくお願いいたしま
す。 
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（報道関係者退室） 
 
２ 議事（これまでの議論を踏まえた検討課題の整理） 
 資料１、資料２に沿って事務局から説明。これに対して、意見交換。 
 
○ 最初に、意見書の中の私自身の専門分野のプライマリ・ケアに関する部分
を説明する。１番は、症状のある患者の診療、つまり外来診療や往診対応と
いったものに関して十分な対応ができていなかった点である。結果として、
療養中に十分な治療を受けられず自宅で亡くなるケースが出てきた。 
 ２番は従来から抱えているプライマリ・ケアの脆弱性ということで、これ
は今回のコロナ禍だけではなく、以前から抱えていた問題である。一番伝え
たいのは、日本のプライマリ・ケア、つまり地域医療の体制は、平日の日中
で状態が安定した患者に対してはフリーアクセスで効率よく医療提供できる
が、その条件から外れた患者については、患者の自己責任と急性期の医療機
関や救急外来等の献身的な貢献に非常に大きく依存していることである。加
えて、平時よりオンライン診療、在宅医療の機能が十分整備されていなかっ
たという点を特に強調したいと思う。 
 ３番はかかりつけ医の構造的な問題である。かかりつけ医の在り方そのも
のが、比較的緩やかな枠組みで日本は運営しているが、制度化をある程度進
めて、きちんとした枠組みをつくらないと、今後また幾度パンデミックが到
来しても、対応する医療機関と、対応しない、あるいはできない医療機関が
混在して、組織化された迅速な行動を展開することは非常に難しいと考えて
いる。結果的に、そのリスクを背負うのはいつも国民ということになると感
じている。 
 ４番は、これを踏まえたプライマリ・ケアの在り方の大きな枠組みについ
て論じた。 
 ５番以降は、具体的にかかりつけ医をシステムの中に組み込むための制度
として、かかりつけ総合医制度を説明した。かかりつけ医をきちんと患者が
把握をして登録をし、かかりつけ医側も登録している住民をきちんと認識し
ている、そういった仕組みをつくっていくべきではないか。特に、登録住民
に対して医療機関の果たす役割というところに、今回のパンデミックの中で
もこういった登録かかりつけ医がいれば様々な感染症に対するサポート、ア
ドバイス、診療、PCR検査、往診対応などを、責任を持って国民に対して提
供できたのではないか、また、保健所と連携しながら必要な医療を提供でき
たのではないかという点を説明している。 
 以上が最初のポイントである。 
 続いて、どちらかというとプライマリ・ケア以外の急性期医療に関しての
意見だが、まず重症者に対応する高度医療のひっ迫が顕著であった。ただ、
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これはICU等のハード面以外に専門的医師、看護師の不足が大きかったのでは
ないか。 
 また、救急医療の制約も出て、病院によって救急患者を受け入れない病院
があり、二分化してしまった。そういった意味では、十分な救急医療体制を
構築できなかったという点もある。 
 そして、解決の方向性ということで、救急医療・高度医療を強靱化すると
いう方向性が必要であり、適切な役割・機能分化を平時から各地域において、
二次医療圏などできちんと事前にしておくということが今回できていなかっ
た点が大きく、改善が必要と思っている。 
 感染拡大に即応できるような柔軟性・機動性の強化という点に関しては、
病床の転用ができるような物理的な環境の整備、あとは行政の権限、医療資
源のIT化等といったところを改めて確認したい。 
 以上が２番目のポイントである。 
 最後に、感染症対応における行政機関、そして保健所等の在り方について。
明らかになった課題として、司令塔機能が分かりづらかった。また、国と地
方自治体の関係性の柔軟性がやや欠けていた。そして、両者の情報格差が多
かった。 
 特に現場で感じたのは、地方自治体レベルで政府からの様々な通知、事務
連絡の把握と実行が大変難しいということをたくさん聞き、そしてそれが着
実に実行に移されているかのモニタリングができていなかったために、どう
しても一方通行の情報発信になってしまったという点、保健所の過剰な業務
負荷という点、健康情報や感染情報に関してゼロからデータベースのシステ
ムを構築した、つまり事前のデータベースが全くなかったという点を確認し
た。解決する方向性として、改めてパンデミックに対応できる省庁横断、産
官学を挙げた対応が可能な司令塔組織の創設は必須だと考えている。 
 自治体のリーダーシップは感染拡大のフェーズによって変わってくると思
う。ただ、初期はなかなか難しいと思うが、ある程度感染の性質が見えてき
たときには、自治体のリーダーシップをどんどん取り入れていただきたい。
それによって１番と２番が矛盾なく、司令塔はしっかりありながらも自治体
の力も発揮できる体制になり、これが非常に大事なポイントかなと感じてい
る。 
 ３番は先ほどのモニタリングがなかったということに対して、政策実行に
関するPDCAサイクルをきちんと回していくような仕組みが当初からきちん
と政策の中に組み込まれていくことがパンデミックでも大事だと感じる。 
 また、４番として、地域の医療機関、かかりつけ医などが公衆衛生の一部
を担うべき点を示した。診療所も決して医療だけではなくて、公衆衛生機能
を一部担って、保健所と連携していく体制をきちんと平時からつくっておく
ことが非常に重要である。そうなれば、今回のような保健所が過剰な業務負
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担でひっ迫することは、今後は避けられると思うので、体制構築をぜひお願
いしたい。 
 最後は、やはりデジタル化である。デジタル化することによって情報を速
やかに収集し、そしてそれに基づいて速やかに政策を変えることができる。 

 
○ 今回のこのコロナ禍は、結局国の司令塔は幾つかあったのかということ。
保健所が頼りということだが、保健所をコントロールするのは都道府県、政
令指定都市、特別区といろいろあって、どこが国との間の窓口になるか分か
らなかったこと。また、医療団体が団体の構成員を完全にコントロールでき
るわけではないということも明らかになり、これらの問題があったことで、
いろいろ混乱を来したのだろうと思う。 
 これからはバイオテロのことも考えなければいけない時代になっており、
震災も来ないに越したことはないが、かなりの確率で予想されているので、
非常時の体制を事前に整理しておく必要があると思うが、中間的な組織を整
理するのは大変なことなので、まず、国とフロントラインを直結させる方法
を考えたほうがいいのではないかなと思う。 
 まず、国民は、マイナンバーで保健所やワクチン接種記録、それからいろ
いろな一時金とか補助金なども直接振り込めるように銀行口座と紐づけられ
るように、それを徹底させることが必要だと思う。 
 かかりつけ医とか、保険医登録や保険医療機関登録の中に有事対応の条項
を入れ、実際にどのレベルで対応できるかも明らかにし、それに反した場合
はどうするかということも決めておいたほうがいいのではないかと思う。 
 それから、国について言えば、政治決断と科学的判断は明確に分離したほ
うがいいだろうと思う。 
 新型インフルエンザ対策関連計画という非常に詳細なものがつくられてい
て、そういったものをベースにして改定していったほうが、一からいろいろ
なものをつくり直す膨大な作業を考えた場合は、こちらのほうがいいのでは
ないかなと思う。 
 それから、健康危機の司令塔ということについて、健康危機管理庁という
名前も出ているが、ここが決断と指令を担当する組織で、英国の緊急時科学
助言グループのことをSAGEと言うが、日本版SAGEをつくって、そこで科学
的判断を担当するとしたほうがいいのではないかと思う。 
 日本版SAGEは、公衆衛生部会とか医療部会、社会経済部会、事務局といっ
たように分けて議論したほうが、かみ合わない議論が延々と続くことを避け
られるのではないかと思うのと、ここから上がってきた科学的判断を健康危
機管理庁が決断するわけであるが、例えば複数案が上がってきたときにどれ
がいいかというのはなかなか判断しかねるところもあるので、医療の分野の
セカンドオピニオンのように、別のグループをつくっておいて、そこで議論
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させるというやり方もあるのではないかと思う。 
 司令塔には絶対に手足が必要で、普段からネットワークをつくっていくこ
とが重要であり、拠点病院としては救命救急センターを中心に、重症－重度
中等症を診る病院、国立、自治体を中心に公的病院あるいは国立大学とかが
中心になるのがいいのではないかと思う。連携病院は中等症のネットワーク、
軽症は連携診療所というネットワークを保健医療計画の中に入れておくこと
が大事だと思う。 

  非常時にも耐え得る医療体制を平時からつくるのは当然だが、ややもする
と非常時に耐え得るということで過剰スペックになってしまって、結局非常
な費用と現場の負担がかかるということになるので、まずはビッグデータに
よる量的な解析と定点観測による質的な解析の両方を踏まえて医療計画を策
定する。そして、医療計画に合わせた人材育成もしていくことが重要だと思
う。 
 それから、先ほどの説明にも出てきたが、非常時のタスクシフトは違法性
の阻却等の問題があるので、あらかじめ明確に決めておく必要があると思う。
看護師は、大体半分の人が実際に看護業務に就いていないわけであるから、
そういった人たちがいきなり感染症とか災害医療を担当するというのは無理
なので、その人たちがバックアップする。感染症や災害のときに出て行くの
は病院にいる看護師であるが、今度は病院に看護師が足りなくなるから、そ
ういうところをバックアップする存在として、登録制で、ウェブ等で研修し
て、登録も更新していって、役に立つものにする。 
 あと、Ceiling of Careというのは、治療の限界、適用範囲を決めることで
あるが、今回もECMOとかが非常に足りなくなった。デルタ株のときがそう
であるが、そのときにどこまでどの程度やるかということを平時のうちに議
論しておくことが必要だろうと思う。 
 最後は、司令塔の情報整理・共有を対象ごとにやるべきだと思っている。
国民は、特に第１波のときはほとんどパニック状態だったので、普段から医
療には限界がある、不確実なものがどうしてもあることや、公益に対する意
識というものを理解していただくようにいろいろなコミュニケーションをし
ていく必要があるだろう。どうしてもデジタル格差は消えないので、今、デ
ジタルの活用が一番デジタルの苦手な人に合わせて設計されているような感
じがするが、例えばマイナンバーカードに対応できない人には、そのような
人に対する対策を別途講ずるという形で、どんどんデジタル化を進めたほう
がいいと思う。 
 自治体は、いろいろ議論があったが、明らかに役割分担が不明確なので、
これを明確にすることと、情報の共有をどういう方法でやるかということも
検討したほうがいいだろうと思う。 
 それから、医療者も実は情報が整理されていないし共有されていないので、



6 

 

これもどうやってするかということは国から直接発信するのが一番いいと思
うし、必要である。医療関係者は、製薬企業、大学、研究機関、医療関係団
体等の整理や共有もしていく必要がある。いろいろな団体がいろいろなこと
を言ってかえって混乱したところもあるので、情報整理は必要だろうと思っ
ている。 
 それから、メディアは非常に有力な情報のツールであるが、平時から意見
交換を行って、有事のガイドライン、例えばこういうコアな情報は必ずどの
メディアも流す、それに対してどういう批判をするかというのは言論の自由
であるが、どこまでがコアな情報で、どこまでがメディアの私見なのかが分
からないようなやり方はやめたほうがいいと思う。 
 

○ この会議は検証と提案の両方の機能を兼ね備えていると思うので、検証の
ほうという意味で、新型コロナウイルス流行前にこの国でどのような対応が
行われていたかということをまとめた。 
 まず、この10年間くらい、この国の感染症対策、新型インフルエンザであ
るとか様々な会議や行動計画において大体冒頭に記載されていた図があり、
この図がコロナ流行前にこの国が何を目指していて、コロナ流行後に何が実
現できなかったかということを端的に表しているなと思う。つまり、外出自
粛要請ということはあくまでも感染症のピークを遅らせるためであって、そ
の間に医療体制を強化して、国民生活、経済に及ぼす影響が最小となること
を目指してきたわけであるが、結果的にこのコロナにおいてこれが実現でき
なかったということが大きな問題だと思っている。 
 いわゆるコロナ前の新型インフルエンザ対策行動計画であるとか、2005年
以降、この国では新型インフルエンザ対策統括会議とか、来る感染症に関し
てどう向き合おうかということが繰り返し議論されてきた。 
 2012年からは新型インフルエンザ等対策有識者会議が開催され、ここでは
新型インフルエンザだけではなくて、いまだ誰も知らない重篤な未知の感染
症であるとか、そういうまさにコロナを見越したような議論がされるはずの
会議であったと思う。実際、結構突っ込んだ議論もされており、緊急事態宣
言をどうするであるとか、そういうことにいろいろな想定をしていて、その
会議の議事録を読み返してみると、外出自粛等の要請に関しては１～２週間
くらいではないかとか、特措法第45条の運用は慎重であるべきではないかと
かという議論がされていたが、ただ、こういう会議はどんどん回を重ねてい
くと、重要度というか真剣度が薄れていくなと思う。実際、開催頻度も中間
取りまとめが出た2013年以降はすごく減っていき、議事録をいろいろ読んで
いて、中には議事録の日付が間違っているものがあるなど、どんどん重要度
が減っていくなと思った。 
 要は何が言いたいかというと、こういう立派な行動計画とかガイドライン
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がありながら、かつ、何が問題かということが共有されながら、医療体制の
充実が重要であるとか、政府側のスポークスマンが大事であるとか、この会
議の論点は様々網羅されたような議論は出尽くしているにもかかわらず、な
ぜ新型コロナウイルスの流行ではそれが実現されなかったのかということが
一番大きな問題だと思っており、この会議の取りまとめにおいても、計画に
どう実効性を持たせるかということをきちんと書かないといけないなと思っ
ている。そうしないとまた同じことが繰り返されると思う。 
 結局何が起こったかというと、医療体制の整備が重要であるということは、
この10年間繰り返し議論されてきたが、それが実現できないまま、この２年
間のコロナ対策というのは、外出自粛要請であるとか、緊急事態宣言を何度
も出すとか、国民の社会経済活動に影響を及ぼすようなものばかりが繰り返
されてしまったと。 
 具体的にどうするかということは、今日の議論はまさにそのとおりだと思
うし、いかに医療体制の拡充計画に実効性を持たせるかということが一番だ
と思う。これも昔の報告書にあったものと重複している部分がすごく多いが、
例えば陰圧病床とか、本当に感染症対策をしようと思ったら、病院の施設整
備等にもお金がかかるので、そこに財政支援をする代わりに、パンデミック
発生時に医療資源を優先的に提供してもらう約束をするなど、とにかく実効
性を持たせるような計画をいかにつくっていくかが大事だと思う。 
 また、この会議は、感染症そのものの検証という部分がどうしても弱くな
ってしまうと思うので、今後も例えば緊急事態宣言の発出が適当であったの
か、人流抑制効果はどれぐらいあったのか、一方で、これから自殺の増加と
か、子供の発達に及ぼす影響はどうかということをきちんと議論できるよう
な環境を整える、データ共有に努めるということも大事だと思っている。 
 次の論点は、専門家の前のめりがあったのではないか、つまり、今後大事
だと思うのは、例えばこの会議が開かれたとき、自分自身の選定理由につい
て問われたが、同じような目線を本来はこの２年間の会議にも向けられるべ
きであったと私自身反省している。感染症対策の会議であれば感染症の専門
家が入っていればいいと思っていたが、そうではなくて、そこで社会経済活
動の専門家であるとか、もしくは当事者の意見はすごく大事であると思った。 
 例えば、この２年間のコロナ対策では、飲食店や若者が重要なターゲット、
キーワードになったが、その当事者の声は十分ヒアリングできたのであろう
かとか、繰り返し若者や飲食店ということを言うのであれば、その当事者性
もこういう会議においては重要だったのではないか。 
 また、地方自治体について、一例として、人流抑制という名の下に、様々
な私権制限が恣意的に行われなかったか。まさにグローバルダイニングの問
題は裁判にまで発展したが、各首長が恣意的に人々の権利を制限してしまう
可能性について、そこは明確に首長の権限を整理しておくことが大事ではな
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いか。 
 ４つ目の論点は、ワクチン接種に至るプロセスが適切であったか。これも
2019年の段階で、有識者会議において、住民接種に関しては地方に丸投げに
なっているのではないかという懸念を示されている構成員の方がおり、結局
こういう会議での懸念をいかに実効性のあるプランとして落とし込むかとい
うことがなかなかできてこなかったので、今度こそは何とかしてほしいと思
っている。 
 最後に、５つ目の論点で、若者ということについて、この２年間、「若者
の皆さんへ」であるとか、若者に対して外出自粛要請を繰り返し求めるよう
な各知事とかいろいろな専門家の皆さんのメッセージがあったが、果たして
それはどれぐらい適切であったのか。つまり、若者といっても、例えば20代
という年齢集団を考えてみても1,000万人いるわけで、果たして若者というセ
グメンテーションで呼びかけることは適切であったのかという点があると思
う。 
 これはやはり大事だと思っていて、つまり、例えば今の日本では人種差別
や性別差別は通常許されないわけであり、それは個人が容易に変更できない
属性に対しての差別は許されないと言えると思うが、若者という変えられな
い年齢というものに対して、一律で呼びかけをしたことは、どれぐらい適当
であったのかという懸念がある。 
 そういう意味でも、もしもう一回大きなパンデミックが起こるときには、
専門性や業種だけではなくて、年齢層という意味でも多様な当事者の声を聴
くことが大事なのではないか。 
 

○ 感染者数、死亡者数は欧米よりもはるかに少ないということであるが、何
が問題であったかを洗い出すことが重要。ピークを抑えるどころかピークが
増幅して、どんどん多くの感染が拡大している。指示命令系統が交錯し、意
思決定プロセスが明確でない。その結果、弱者と感染予防・医療の現場に大
きな負荷が加わった。国民の納得感も高くない。 

 海外でも英国の議会が主導した検証報告書が昨年11月に出ているので、参
考にしていただきたい。 
 感染症法に基づく対策、とくに二類か五類かという議論が行われているが、
これはもっと柔軟に考えるべきだと思う。その代表が検査のところで、患者
情報等の定点把握はしないが、積極的疫学調査の実施はするという。これが
硬直的な対応だと思う。感染の初期、市中感染期あるいは感染爆発期に応じ
て、検査を上手に使い分けないといけない。あえてこの枠組みで考える必要
はない。 
 法的にもいろいろな問題があるが、きめ細かい対応が必要である。法律も
要請ベースであり、これで危機対応をしている。これは今後改善しないとい



9 

 

けない。入院調整にしても、権限が明確になっていればすぐ対応できるわけ
ではない。医師、看護師の再配置、入院患者の転院、病棟閉鎖など、いろい
ろ対応しなければならない。そのための仕組みと制度を平時から決めておか
ないといけない。また、地域によっても状況は異なる。 
 ０～９歳とか10歳代とか年代別の感染者数を人口で割った感染率をみると、
流行がダイナミックに変化することがわかる。当初、小児は非常に感染が少
なかったが、今は爆発的に増えている。20歳代は第５波で大体1.8％感染した。
10歳未満は合わせても１％未満だった。ところが、今年の１月～５月までの
５か月間に、10歳未満は10.4％も感染してしまった。まさにピークを抑える
どころか、感染が大きく変化する。こういう流行をどのように抑えるか、も
っと対策を考えるべきである。そういう意味で、サーベイランスが重要だ。 
どのような対応を取っても情報収集と説明、リスクコミュニケーションが

課題である。専門家からも、情報が十分でなかったと聞く。新聞報道で分析
しないといけなかった状況もあったという。個人情報保護条例を過度に恐れ
ることなく、自治体が情報を提供できるような仕組みも、今後検討が必要で
ある。既に災害対策基本法の検討ではそういう議論がされており、体制がで
きているという。 
 一番弱いところ、現場で大変な対応が迫られたのは保健所である。数が減
っていたし、指揮命令系統が極めて複雑なわけである。区立の保健所と区の
対応はよいと思うが、県が設置した保健所と市町村の関係が非常にぎくしゃ
くしていて、保健所が本来業務ではない自宅待機の患者の食料の用意までし
ないといけなかった。そうすると、市町村長の責務を感染症法の中できちん
と位置づけないといけない。 
 PCR検査は論点が多い。サーベイランスを実施しておらず、行政検査だけ
ではかなりの隙間がある。無症状者のPCR検査を、昨年２月から10月頃まで
内閣官房のコロナ対策室が主導して実施していた。無症状者のPCR陽性率は
市中感染のよいマーカーになる。また偽陽性率は高くない。東京の第5波のピ
ーク時でも約0.3％の陽性率であった。 
 ところが、都道府県に事業が移管されたあと、無料PCR検査のデータが出
てこない。私が調べた限りでは、東京都と静岡県だけが出している。驚いた
ことに、第6波のピーク時の無症状者PCR陽性率は、東京が９％、静岡が８％
と、約30倍に上昇している。感染者が増えたこともあるが、可能性として検
査対象が第5波と異なり、有症状の方や感染リスクを持っている方が無症状者
PCR検査を受けていることも否定できない。そうとすると、その後のフォロ
ーアップが心配になるし、感染者数の把握にも問題があることになる。検査
のあり方を再考する必要がある。 

 重大健康危機のための法整備については、確かに感染症法や特措法の見直
しが求められていることは間違いない。災害医療のDMAT、DPAT、いわゆる
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広域応援の検討が既にされているので、これらを参考にしたらよいのではな
いか。 
 PCR検査や積極的疫学調査は、地域や流行ステージによって方針が異なる。
このため柔軟な対応が必要である。専門家といえども情報がないのであれば、
社会に情報の問題を提起してほしい。中央のデータセンターは重要であり、
これも今回、検討すべきである。 
 研究について、日本から論文が出なかった。日本人が研究をして論文を書
けないと、専門家の助言体制が弱くなる。基盤となる研究体制を普段から整
備しておく。とくにパンデミック時には疫学研究や臨床研究が重要。しかし
基盤となる基礎研究を重視しないといけない。海外でワクチンや治療薬が迅
速に開発されたのは、基礎研究の厚い基盤があったためである。 

  感染症研究の研究費は、米国とは比べるべくもないが、日本の他領域と比
較しても極端に少ない。 
 どのような対策を行っても、問題になるのは情報基盤、情報の開示、提示
方法、リスクコミュニケーションである。中央のデータセンターあるいはデ
ータベースを作る必要がある。より基本的なことであるが、政府のデータ公
開の方法、データの示し方は改善しなければならない。例えば１週間単位で
しかデータが出なくて、スクリーンショットを取っておかないと時系列分析
ができないことがよくある。最近は改善されてきたが、感染症対策の基本で
ある。 
 専門家助言の司令塔の在り方について、一つ参考になるのは、日本医学会
連合が「Japan CDC（仮称）創設に関する報告書」を出しているので、参考
になる。 
 コロナウイルスは歴史的に何度も流行を繰り返してきたといわれる。最近
はSARS、MERSで警戒心も高まったが、今後も起こるといわれている。その
ためにも司令塔機能を、法的なことも含めて整備する必要がある。 
 ただ、感染症法には負の歴史もあるので、よく議論して国民的合意を得る
必要がある。議論のためにも情報収集、分析、データ利活用、さらにデータ
センターなどについて、しっかり方向性を示すことが重要である。 
 

○ 最初に基本的スタンスについて発言する。有識者会議の趣旨は第一回会合
で確認したが、短期間の検討で拙速ではないかという一部メディアの報道も
あるが、”Panic and Neglect”、喉元過ぎれば熱さを忘れてしまいがちなもの
であり、まず第１弾としてここで整理しておくことは重要かつ意義があるも
のと考えている。平時には危機管理への理解や資源獲得が大変困難になるの
で、この時期に整理して、これを継続的に続けることが重要だと思う。また、
政府内のみならず、民間、国会など、より第三者的な検証も必要である。 
 今回の論点については、まず、政府が強調していた感染抑制と経済の両立
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の観点から講じた措置の検証、つまり国民の命、健康を保護して、国民生活
や経済活動への影響を最小化できたのか、についての検討が弱い。実態とし
て未だコロナ禍であり、各対策の結果が出るところまで至っていないことも
あるが、検証はきちんとしておくべきだと思う。 
 また、財政的措置についての検証が欠落している。2020年10月に公表され
た民間臨調の報告書では、経済対策と予算の関係等々も併せて検証している。
このレポートでは今後の方針等までは必ずしも至っていないため、政府で進
めていただきたい。特に経済対策としては、給付金の在り方、水際対策の実
効性や経済への影響、現在行われつつある外国人の戦略的受入れなどの検証
は必要である。 
 危機管理では事態準備行動（プリペアドネス）と、事態対処行動（レスポ
ンス）が重要だが、プリペアドネスは、法律、人、物資だけではなく、財源
も含めてセットで考えていくことが基本であることを強調させていただきた
い。 
 なお、限られた時間の中での検証は限界があるので、メリハリをつけた課
題の整理をし、すぐにでも取り組まなければならないことからきちんと対応
することが大切であり、論点のうち、検討がし尽くされないものに関しては、
速やかに、別途組織をつくって、検討を継続していただきたい。 
 医療提供体制については、今回、フリーアクセスの限界を実感したので、
かかりつけ医の制度化を本格的に考えるべきであり、地域の公衆衛生機能の
一つとして捉え、また、有事対応の機能の一つとして位置づけて制度化をし
ていただきたい。また、医療DXの整備はエビデンスに基づく判断として重要
であり、従来から議論されてきているが、今度こそ本格的にスケジュール感
を持って進めていただきたい。 
 危機管理に関わる司令塔機能の体制強化については、新興・再興感染症は、
国家の危機管理上の重要事項であるので、関連の法律において、その対応は
国の責務であることをきちんと明記していくべきである。その上で、国の権
限強化、明確なコマンドシステムをつくる必要がある。国の司令塔機能を十
分に発揮できるようにし、その意思が全国の自治体、感染研、地衛研、保健
所、検疫所、医療機関、介護施設等の関係組織に伝わって、一貫した措置を
取ることができるような国の権限の強化が重要であることを強調したい。例
えば、感染症法における厚生労働大臣の権限は、都道府県知事に対する技術
的指導、助言にすぎないため、法的拘束力を持って指示ができるようにする。
また、知事の裁量権は、地域の実情に応じて速やかに対応するというメリッ
トもあるが、圏域対応の問題など簡単なものではないので、少なくとも緊急
事態下では国の権限の強化が重要ではないか。よって、感染症法と特措法に
おける国から都道府県知事における指示等の権限拡充や、国として各自治体
が取るべき選択肢を具体的に決めるなどの法整備が必要と考える。私権制限、
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入国制限などは、特措法の担当大臣が関係省庁と連携をして、明確な法的根
拠・権限を持った形で指示し、知事が地域の実情に合わせて独自の出口戦略
について責任を持って措置することが必要だと思う。 
 いずれにしても、特措法と感染症法上に基づく国の指揮命令が一体的に一
貫性を持って行われるよう、両法律の改正を速やかに行うべきではないか。 
 また、国の機能強化といった場合には、組織面の強化と政策面の強化があ
る。感染症危機管理に関する新たな組織が必要とは考えるが、重要なのはむ
しろ機能である。どのような機能を強化するかを明確にしてから、あるべき
組織、ポストを考えるべきである。現行制度においても、特措法に基づき、
総理を本部長として全閣僚を本部員とする本部を設置し、国の機関に対する
総合調整権限や緊急事態における指示権限、都道府県知事に対する総合調整
機能、また緊急事態宣言、まん延防止等重点措置時の指示権限をもって感染
対策を一体的にできる体制ができている。見直すとすれば、特措法の担当大
臣と厚労大臣、ワクチン担当大臣などの役割分担を明確にし、総理をトップ
の体制とした見直しを再度図るのか、あるいは大臣に一元化を図るかなど、
権限の明確化が重要になると思う。その上で、総理、司令塔を支える事務機
能の強化をすべきだと思う。今般の内閣官房のコロナ室や厚労省のコロナ本
部は、速やかに必要な対応を行ったと思うが、人員不足等は否めなかったと
思う。新たに組織をつくる場合に、それらが平時にどのような機能を果たす
のか。常時置かれる組織とするのか、危機時のみの臨時的組織であるべきな
のかも考えるべきである。新しい組織をつくることによって焼け太りになら
ないように、既存の関連する組織・業務をスクラップアンドビルドするなど
整理をし、今以上に対策の実効性が高まる機能と適正な規模にしていくこと
が重要である。組織、ポストをつくることを優先するのではなく、機能と実
効性を優先いただきたい。 
 今回、データや科学的な根拠に基づく迅速で合理的な意思決定システムが
重要だということを痛感した。また、特に初期の未知のウイルスとの闘いに
おいては、一度決めたら変えないという硬直的なルールを排除していかなけ
ればならない。病原性に応じて、また感染段階に応じて、的確に段階的に判
断できるような観点から、政府行動計画やガイドラインを見直していくこと
が重要だと思う。また、感染対応中であっても最新のデータを踏まえた判断
ができるように、施策や資源配分のPDCAは対策を講じている間でも定期的に
行えるように、そのためのデータ基盤整備をしておくこと。また、渦中にお
いても検証・評価をしながら動かさなければならないが、その際にはアウト
カム評価の導入も必要である。 
 最後に、危機時における国民とのコミュニケーションの問題、リスクコミ
ュニケーションの在り方について強調するとすれば、初動の際に障害を持つ
方や高齢者の方、国内に住む外国人の方々に配慮したものになっていたかど
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うかが非常に重要。このような方々に対する配慮のある国民とのコミュニケ
ーションを重視すべきである。 

 
○ 資料２に即し、また、これまでの意見を踏まえながら申し上げたい。 

 まず、１番目の医療提供体制の強化に関する事項について、医療提供体制
を強化すること自体は非常に大事であるが、いざパンデミックという事態が
起きたときに、現にあるリソースは限られている。そして、そのリソースを
いかにして増やしていくかということ自体はその中でも当然課題であるわけ
であるが、平時からある程度やっていかなければいけないことでもあったは
ずである。 
 いざ危機が起きたときには、最後は、希少なリソースを誰に、あるいはど
こに優先的に配分するか、逆に言うと、ある一定の人には配分が劣後するこ
とにならざるを得ないが、そのことについて政治行政が決定をするのだとい
う視点は正面から認めざるを得ないのではないか。そして、その決断を的確
に行い、それを速やかに実施できる行政の体制、司令塔の体制を確立すべき
でないかということが政府の体制に関する事項につながると思っている。 
 ２点目は、例えば４ページにおいて、データ収集・デジタル化による業務、
データ収集、サーベイランスの強化、６ページにおいて事務のデジタル化と
いうように、データないしデジタル関係がそれぞれの場面で散らばっていて、
そのこと自体は問題を拡散させない上で大切なことではあると同時に、情報
あるいはデジタルについては、今回の検討あるいは提言の一つの柱として大
きく明確にくくり出して提言すべきではないかと思う。 
 物事に対応する上では、人の問題、物の問題、それから金の問題、そして
現在では情報の問題があるが、基本的には人と物に現在の整理が寄っていて、
お金の回し方、使い方の問題、ワイズスペンディングの問題と、情報の問題
は的確に整理をすべきだろうと思っている。 
 このうち情報について申し上げると、情報がなぜ集まらない、連携できな
いかということについては、１つは個人情報保護法の問題があったことは指
摘されているとおりだが、これについてはコロナの状況にも鑑みて、国と地
方、あるいは公的部門と民間部門の一元化をして、個人情報保護委員会に、
こういう場合であればこのように流通させていいよといった判断ができるよ
うになった。これでかなり大きな進展があったと思うので、今後、このよう
なパンデミック対策などにおいても、個人情報保護委員会などを巻き込んだ
整理が必要であるだろうと思う。 
 しかし、それ以上に、コロナ禍における民間企業からの厚労省へのデータ
提供の問題、あるいはCOCOAの検証の問題で感じていたのは、そもそもデー
タを何のために使い、そして使うために必要である人にデータをしっかり見
せて使ってもらう、しかし、それ以外のところにはデータが出て行かないと
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いったことについての取決め、あるいは安全管理を含めた全体としてのデー
タガバナンスが、日本政府において、とりわけこういった有事において弱い
ことが危なくて、民間からデータを出せないことがあった。あるいは、COCOA
の問題についていえば、ローンチの時点においてHER-SYSの状況がよく分か
らない。HER-SYSとCOCOAを深く連携させたときに、例えばHER-SYSの出
口のほうで変な情報の流出などが起きかねないのではないかとかリスク検証
がきちんとできなかったということが、１つ非常に重大な問題であった。 
 このように、データを集めて使い倒すためにも、まさに平時あるいは危機
時におけるデータガバナンスをどのようにしていくかといったことが、最後
の司令塔機能にも関わるが、重要な論点になるだろうと思っている。この点
はぜひ入れていただきたい。 
 それから、８ページからの初動対応、あるいは特措法の効果的な実施等に
ついては法律屋として発言をさせていただきたい。 
 大きくは３点になるが、第１に、いわゆる私権制限、一般の国民の自由の
制限は、原則として慎重になされるべきものである。他方で、それが真に必
要である場合には、明確な法律の根拠に基づき、自由の制限についての法的
な責任を引き受ける形で政府が行うということは公共の福祉という観点から
あり得るべきものだろうと思う。 
 その際に特に重視すべきは、１つはもちろん国民の安全を守るということ
が大事であるわけであるが、同時に、そこでどのような自由が問題であり、
どのような自由を実質的に守っていくために制限が必要になるのかというこ
とだろうと思う。 
 例えば８ページの最後の○について、主催者はコロナ禍でもしっかりとし
た安全対策を取った上で大規模な野外音楽イベントを実施するという形で、
集会の自由を実現しようと思っていたわけであるが、問題のある人が出てく
るかもしれないよって、集会が自主的にできなくなるといったようなことが
あり得る。このような単に安全を守るというだけではなくて、そこでどのよ
うな自由を守ろうとしているのかということがある。 
 それから、下から２つ目のところ、いわゆる路上飲みの自粛要請について
は制限される国民の側に実効的な選択肢があるのか、ないのか。実効的な選
択肢があるところで行為の場所を規制しているだけなのか、そうではなくて、
その制限が出されると実効的にその自由が実施できない状況になるのかとい
ったようなことについてもしっかり検討した上で、こういった私権制限につ
いては適切に御判断をいただく必要があると思っている。 
 また、その際には、リアルタイムのデータに基づいて、できれば広く一般
の国民の行動の自由を制限するというよりは、この人たちのこの行動、ある
いはこのエリアのこの行動が感染を生んでいるという認識の下、できるだけ
限定された私権制限を行うと同時に、リアルタイムデータで、その意義、あ
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るいはそれが実際には効果があるのか、ないのかということを常に見直し、
これは違うな、あるいはもう不必要だなと思ったときには、すぐに制限を解
除するということによって制限が必要な限度に抑えられるといったようなこ
とがある。したがって、これも先ほどのデジタルあるいはデータと密接に関
連することだと思っている。 
 私権制限の第３点目は、グローバルダイニングと東京都の間の５月16日の
東京地裁の判決については、この場において意識を合わせておく必要がある
と思う。これは国が相手方ではなく、また、係争中の訴訟でもあるというこ
とで、それについてどのように触れるかということはもちろん難しいところ
ではあるが、第１に、どうしても日本の行政というのは裁判で争われること
自体を恥と考えるような印象があるように思われるが、そうではなくて、も
ともと司法国家として法の支配が確立されている国で、行政の権力発動に対
して裁判が起きるのは当然のことであり、諸外国ではもっとたくさんの裁判
がコロナ禍で起きていて、その中でこれは適法であるとか、これは自由の制
限としてやり過ぎだというような判断が多く出ている。これがむしろないと
いうのが日本の非常に顕著な特徴である。 
 その問題は措くとして、さきの東京地裁の判決では、法律の枠組み、それ
からコロナ室の基本的な考え方については、その正当性を認めた上で、個別
の事情を十分に考慮しないまま、本当に必要と言えないような処分を行った
ということで、違法と判断しつつ、知事の職務上の義務違反はなかったとい
うことで、国家賠償請求を棄却したというものである。 
 １つには、コロナ室において、このような処分を行うにおいて公正性を非
常に重視してやってほしい、また、個別の事情をしっかり考慮してほしいと
した国側の指針が適切であったことを示すものであり、今後のこの種の私権
制限において非常に重要な判断が示されていると思う。 
 他方、実際に本当に処分が必要であるとした場合に、地方公共団体がどう
やって処分権限を発動すればいいのか、いざとなると困る。一定の時間がか
かる。処分を行うに当たって、個別の事情を調べて、処分を下すか下さない
かを慎重に判断して、そしていざ下そうと思ったときには感染の状況が安定
してきたりしていて、もう処分を出す意味がないということで必要がなかっ
たと言われるとすると、本当に必要だと思っても権限が実際には手続上行使
できないといった事態も起こり得るわけである。 
 こうした問題を考えると、判断が迅速に、しかも正確になされるように、
本来であれば法律上処分の要件を類型化する。それが非常に難しいのであれ
ば、政令等、あるいは政府の示す基準において類型を明確に立てて、その類
型に当たるときには地方公共団体において処分が打てる、そうでない場合に
は打てないといった指針を明確に示す必要があるだろうと思っている。 
 最後、司令塔機能を含む政府の体制づくりについて、国民生活全体に及ぶ
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以上、人々の多様性や、多様な人々の利益とか意識に配慮することができる
ような、決定を行う人以外に横で様々な助言を行ったり、インプットを行っ
たり、あるいは能動的に市民の声をすくい上げられるように政府の側がそも
そも動くという対応が求められるだろうと思う。 
 よくダイバーシティとかインクルージョンと言われているが、まさにそう
いったことに配慮する、先ほどお話のあった外国籍の方、障害のある方に配
慮するといったことが常にこの司令塔には求められているだろうと思う。 
 また、今回のいわゆる日本的なコロナ対応においては、強制的な政府の権
限発動ではなくて、言わばお願いベースのことが多かったわけであるが、そ
れは往々にして責任のある公権力の発動ではなくて、いわゆる公・共・私の
共の領域に働きかけ、共の領域が発動して、特に感染者数が少なかった段階
には、感染者を出したお店とかに対する差別、あるいは医療従事者の方に対
する嫌がらせが起きたと思う。このような共の領域に対する働きかけ方につ
いては、社会的な差別等を起こさないようにする点も含めて先ほど申し上げ
た配慮するといった機能が政府に求められるのではないかと思っている。 

 
○ まず、資料２に関してコメントをしていきたい。 

 まず、各項目の中で問題点のみを書いてある項目があれば、逆にこうすべ
きであるという具体的な解決の方向性を書いた項目もあって、フォーマット
がばらばらになっている印象がある。最終的な取りまとめでは、問題点や課
題と、それに対してどう取り組むべきかという意見の二本立てで整理して書
いていただくようにお願いしたい。 
 それを踏まえて、医療提供体制に関して、２ページから３ページにわたっ
て書かれている自宅・宿泊療養者への医療提供体制について、特措法第31条
あるいは医師法第24条の２等で一定の協力要請、指示、命令等ができるとい
う状況であったが、実際には発令がなかった一方で、一般の市民に対しては、
自粛という点に関して厳しい要請があって、実際に罰された方もいたなど、
医療者への要請と一般市民に対する要請のあり方に非対称性があるという点
に関しては、医療者として反省しなければいけないということを改めて実感
した。 
 また、医療機関に対する義務化とか契約、あるいは命令ということに関し
ていろいろな意見が出ているところであるが、現場で非常に感じるのは、実
際、命令が出ても対応する能力がない、つまり実際に診る力がない医療機関
があるのも事実である。そこには臨床的な能力、人員体制、あるいは物理的
なキャパシティーの問題があるかもしれない。そのため、非常に重要なのは、
義務化、命令あるいは契約という方向はもちろん検討していいが、同時に、
それを実現するための機能を担保するようなシステム整備といったところを
一体となってやることである。それがなく、ただ義務化だけになると、恐ら
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く医療機関はサボタージュというか、実際はできないということで、結局ま
た今回と同じような対応になることが非常に強く予想される。今後の議論の
中で解決策として本件が扱われる場合には、必ず機能担保というところと一
体となって議論を進めていただくことが必要だと感じた。 
 もう一点は、６ページのワクチンの対象者の決定という部分や、７ページ
の医師、看護師等の確保の課題、ワクチン接種の担い手の課題という点に関
して大きなテーマだなと思っていた。今までまだ検証がされていないのでは
ないかなと改めて資料を見て感じたのが、当初、政府のほうではワクチンは
基本的にかかりつけ医に相談をして打ってほしいという方向性があったと思
うが、同時に集団接種あるいは職域接種も並行して行われたという点である。
一体かかりつけ医でどれぐらい接種がされたのか、あるいは集団接種でしか
受けられなかった方がどれぐらいいるのか、この部分のデータが手元にある
のかどうかお聞きしたい。 
 というのも、ここで一つ問題になったのが、かかりつけ医ということでワ
クチン接種をお願いしたら、あなたはかかりつけ患者ではないという形で断
られたというケースがあったということがあるので。 
 あとはタスクシフトについて、医師以外のワクチンの打ち手に関して、歯
科医師の先生方が対応したケースは実際どれぐらいの件数があったのか。そ
してそれが実際どれぐらいワクチン接種の推進に貢献したのか。もしデータ
があれば教えていただきたい。 
 

（事務局から、確認する旨を回答） 
 
○ 資料２に関して、３点質問・コメントする。 

 まず、８ページの音楽フェスティバル、路上飲みに関して、ほかの論点に
関しては基本的に政府、行政の制度改革について述べられていると思うが、
この２点はどちらかといえば個人、国民が主語になっている。果たして路上
飲みであるとかそういうことまでを今回の取りまとめで踏み込む必要がある
のか。 
 特に路上飲みに関しては、自粛要請があった当時から本当に路上飲みが感
染拡大にどれぐらい寄与しているかということには論争があったと思うので、
路上飲みという言葉をピンポイントでここに入れるかどうかに関しては、少
し疑問がある。 
 音楽フェスティバルも同様である。もっとリスクコミュニケーションとい
う形で、適切に国民の納得感を得るという論点で、こういう議論を網羅した
ほうがいいのではないか。 
 ２点目、10ページ目の司令塔を含む政府の体制づくりについて、専門家組
織の在り方についても書かれているが、広く国民からの意見を聴くという点
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に関して、先ほどの議論で言えば、若者や飲食店業界の当事者性のために様々
な意見を聴くことを、どこかに盛り込んでいただきたい。 
 ３点目、この有識者会議がどこまで感染症学的な評価に踏み込むかという
点についてお聞きしたい。例えば資料１の77ページの図が分かりやすいと思
うが、ちょうど１年前、去年の夏の緊急事態宣言期間中の東京都の歓楽街の
人出と陽性者数を表している。当時から結構メディアでも論争的であったと
思うのが、人出が増えているにもかかわらず陽性者数が減っている。果たし
てこれはどうしてなのだろう。つまり人流抑制と陽性者数にはどれぐらい関
連があったのか。緊急事態宣言にどれぐらい効果があったのかということが
当時から盛んに議論されていた記憶がある。そういった感染症学的なコロナ
対策についての踏み込みに関して、この会議の立場をお聞きしたい。 

 
（事務局から、課題を整理する旨などを回答） 

 
○ 第６波も、５月の連休後に爆発的に増えると言っていたが、そうなってい
ない。理由はよく分からないのだと思う。だから研究が必要。10ページにい
ろいろな情報を集めて、分析、共有、評価を行うと書いてあるが、同時に研
究しないといけない。基礎研究、疫学研究、臨床研究をパンデミックの中で
も行わないといけないということを、10ページに追加してほしい。 
 

○ 資料２について、私からは実行について申し上げたい。 
 これらの制度がどんどんよくなっていったとしても、動かないと意味がな
いというところがあり、十分準備をしておくことが重要だ。 
 例えば、一般の企業、民間の組織などにおいては、急な対応を要するとき
に、組織の継ぎ目の部分で物事が滞ることが想定される場合がある。緊急を
要するようなときに備えて、継ぎ目の部分をどう動かすかを、日頃から試行
している。例えばこのような事態となったら、この職場ではこの人がこれを
する、というようなことが決まっていたりする。 
 資料２に示してあることは、組織の継ぎ目の部分、一つの組織ではなく、
様々な組織が関わっているということが非常に難しいところではあると思う
が、動き方をあらかじめ決めて、練習をしてみる。そのときにどこで滞るの
かということが分かったら、それをどうやって解くのかということも考えて
おくことは大事なのではないのかと思っている。 
 例えば学校などでも避難訓練をすると、この階段のところは人が滞留する
というようなことをあらかじめ把握することによって対策できることがある。
緊急時には誰がどのように指示をするのかということも練習したりしている
という事例もある。そういった準備や練習は日頃からされているものなのか。 
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（事務局から、課題として受け止める旨を回答） 
 
○ まず、資料２の冒頭の部分、感染症危機の初期段階からと書いてあって、
最後に括弧書きで、基本的な感染予防対策を各人が実施することや国民への
情報提供は大前提と書いてある。この大前提の部分が非常に難しいというの
が、この後に続く路上飲みの問題やコンサートの問題等につながっていくの
だと思う。結局、どうすれば各人が基本的な感染予防対策を実施する、ある
いは国民へのきちんとした情報提供がなされるかという点について、もう少
し触れていただければと思う。 
 それから、いろいろな項目にわたって、データの収集、収集したデータの
利用について触れているが、４ページの下の欄の「感染症データ収集と情報
基盤の整備によるサーベイランスの強化」の○の２つ目、電子カルテを導入
する医療機関がいまだ半数程度であるということで、2017年の厚労省の統計
で、一般病院における電子カルテシステムの普及率が46.7％、200床未満の病
院では37％というような結果が出ていると思う。したがって、今後かかりつ
け医制度が一定の方向性で進められるとしたら、その受皿になる医院といっ
たところはまだ電子カルテシステムが普及していないというのが現実だと思
う。 
 米国においては、経済的及び臨床的健全性のための医療情報技術に関する
法律、HITECH法と略されているが、電子カルテの導入に対して補助金を出す
というプログラムで、総額約250億ドルの予算をつけて電子カルテ導入に対す
る金銭的インセンティブと併せて、導入しないことに対するディスインセン
ティブを設定し、現在の米国における電子カルテの普及率は９割を超えてい
るということである。 
 これに対して、我が国では300億円くらいの予算で電子カルテの普及を進め
るということになっていたと思う。ビッグデータを集めて、それをいろいろ
分析して効率化を図る、あるいはより高度な医療方法を見つけるということ
は概念的には非常に分かるが、実際にこういう足元の現状を踏まえて、なお
かつ一経済団体においても10年以上議論して１ミリも物事が前に進んでいな
いということを踏まえた上で、データの利用については、病床の確保の状況
やG-MISなど客観情報についてはどんどん進めていけばいいと思うものの、
これが個人の医療情報になった途端に、議論を重ねていくとデータオーナー
シップの問題に必ず行き着き、個人の健康診断の情報や病気になって診断を
受けたときの情報を個人としてデータ提供するのか、しないのかという問題
に行き着くということである。 
 例えばフィンランドでは、非常に個々のデータ化が進んでいる。なぜかと
いうと、公的セクターに国民からデータを提供してもそれが悪用されないと
いう信頼があるということと、データを提供することによって自分たちにメ
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リットがあると国民に十分理解されているからそうなっているということで
ある。 
 この２点を我が国においても改善していかなければいけないということと
ともに、データを提供すれば、提供者にとって何らかのインセンティブがあ
るという設計をしていく、あとは構築されたデータネットワークのセキュリ
ティーが十分確保されている、こういった２点を短期的には対応しつつ、長
期的には社会保障とかデータ利活用に関する事項が教育課程から生まれて、
こういうことをやると君たちにとっていいことがあるのだよということを子
供の頃から教育していく。あとは、最終的に国が国民から信頼されるように
なる。こういうことを教育的に目指しつつやっていかなければいけないとい
うことである。 
 データの利活用というのは、言葉ではさらっと言えるが、本当に息の長い
作業であるということを踏まえた上で、今までファクスで送っていたような
ものが１つのシステムを通じて労力をかけずにできるというような、そうい
う部分についてはどんどん進めていかなければならないが、個人のコロナに
感染された方のデータについて、個人情報保護法の関連も含め、データオー
ナーシップの観点から、取扱いを十分考えていかなければいけないと感じた。 
 今後の課題として、７ページの「医療物資等の安定供給」について、今回
の国際情勢、ウクライナの情勢を考えると、食料等についても将来必ずしも
万全ではない。それから、医療用マスクなどについては中国から輸入するこ
とに大きく依存していたのが、中国が突然輸出を絞った途端に足りなくなっ
た。これは供給先をある程度分散し、なおかつ理想的には自国でそういうも
のを生産できる体制を整えなければいけない。 
 これは今回のコロナの問題にかかわらず、国防に関する問題にもつながる
ということで、ぜひ、含みをもって御提言いただきたいのが刑務作業である。
今、刑務所に入っておられる方がいろいろな作業に従事しておられると思う
が、そのうちの一部を、将来に備えて備蓄しておかなければならないものの
生産に充てられないのかということをぜひ御検討いただければと思う。 
 私が調べた限りでは、４万数千人の方が刑務作業に従事されていると思う
ので、ぜひそういったところを検討できるような書きぶりにしていただけれ
ばと思う。 
 最後に、８ページのより実効的な水際対策の確保ということで、諸外国の
対応を踏まえる視点が欠けているのではないかと事務局の説明にあったが、
この水際対策にかかわらず、今回の未知のウイルスに関する国際的な知見が
諸外国にあったと思うが、今後どういった形でそういう情報の収集・分析を
するかというところに書いてあるものの、我々国民が評価すると、国際的知
見は今回の初動対応から少し欠けていたのではないか。日本だけが独特な動
きをしているような印象を一国民としては受けたが、全体を通じて、先ほど
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の感染者がゴールデンウイークでも減っているというのも、国際的には、コ
ロナウイルスというのは季節性要因もあるという知見もあるかと何かで読ん
だことがある。そういった国際的な視点をこの水際対策に限らず、ぜひ織り
込んでいただければと思う。 
 

○ 資料２の10ページ目の司令塔機能のところ、政府における専門家組織の強
化というところに関して、先ほどの日本版SAGEの話に非常に賛同するところ
であるが、この部分でいわゆる専門家をどのような形で選ぶのかという点に
ついてである。特に医療の中でも、感染症の専門家はもちろん、救急、集中
治療、あるいは総合診療、プライマリ・ケアも含まれているところがポイン
トと思うが、今回のいわゆるアドバイザリーボード等の専門家の選定は、ど
ういった根拠であの領域の専門家が選ばれたのかという点を確認したい。 
 確かにプライマリ・ケア、地域医療、総合診療の専門家は今回のアドバイ
ザリーボードに入っていないと思うが、次の体制の中ではきちんとプライマ
リ・ケアの専門家を入れていただきたい。いわゆるかかりつけ医の問題をず
っと指摘してきたが、実はコロナ対策の協議の中にかかりつけ医に関する専
門家がいない点がある。そのため、プライマリ・ケアの視点が欠けていたの
もやむを得ないと感じる。ただ、これは繰り返してはいけないということで、
専門家グループの選定という部分に関してのこれまでの経緯と今後の方向性
を伺いたい。 
 

○ 実際に初めての経験なので、多彩な人材をそろえて対応しないといけない。 
 
（事務局から、様々な分野の専門家から選定するという考え方について回答） 
 
○ そういう方向性で正しいと思っている。しかし、恐らく日本医師会は決し
てかかりつけ医だけではなくて、病院のドクターも含めて日本の医師全体を
代表する団体だと理解しているので、ある程度プライマリ・ケアの専門家と
いう視点は、また別途加えた方がいいのではないかと考えたので、今後、参
考にしていただければと思う。 
 

○ 行動計画の実効性を担保する、あるいは検証するということについて、こ
こでの検証の結果を将来生かしていくという観点から、行動計画については、
改正があったときに法律の第６条第６項で国会に報告することになっている
が、必ず定期的にこの行動計画を検証し、そのときには必ず外部の研究者に
見ていただいて、見直しの必要性を検証する。それから、地方、民間を含め
て、行動計画の実施状況を把握した上で、それがうまくいっているかどうか
を評価する。それを評価した上で、改正する、改正しないということを国会
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に報告するくらいのことをしないと、うまく回らないのではないか。法制的
にもいろいろ難しいところもあるのかもしれないが、御検討いただくといい
かと思う。 
 

３ 閉会 


